
（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 41 事業名 葛尾村東部産業団地整備事業 事 業 番

号 

(6)-46-3 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費  （64,540（千円）） 

85,751（千円） 

全体事業費 （64,540（千円）） 

85,751（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村は、平成 28 年 6 月 12 日に帰還困難地域を除き避難指示が解除となり 2 年が経過した。昨年７月に

は中心街の商店が営業を再開するなど生活環境においては改善の兆しが見えつつある一方で、複数の企業が

村内での再開を断念する状況となっており、結果として十分な雇用環境が確保されず、現状では帰還率がわ

ずか 2 割という状況である。新たな雇用の創出と定住人口・交流人口の拡大が急務となる中で、県内外から

複数社が葛尾村での工場立地を積極的に検討している。村では復興に欠かすことのできない新たな雇用創出

等の場として、産業団地等の整備を進めており、企業の新規立地、地元企業の帰還を促進し、雇用の創出と

定住人口・交流人口の拡大による地域経済の復興及びそれに伴う帰還人口の拡大を目指す。 

事業概要 

 東部産業団地を新たに整備することにより、企業の新規立地、地元企業の帰還を促進し、雇用創出と定住

人口等の拡大による地域経済の復興を促進する。また、産業の集積を図ることで、事業者同士の相乗効果が

得られ、新たな産業の創出も促すものである。 

【復興計画】 

 Ｐ40 新たな社会にふさわしい産業の育成と雇用の創出 

 (3)事業用地の整備 

   企業を誘致するための土地のとりまとめを行い、誘致できる体制を整備する。 

 (5)新たな企業誘致と既存企業への補助の実施 

   新たな企業誘致を進め、雇用の拡大と若者にとって魅力あるまちづくりを目指す。 

当面の事業概要 

＜平成 30 年度＞ 

 測量設計、土質調査、用地買収 64,540 千円（第 21 回申請） 

 用地買収、測量設計 21,211 千円（第 23 回今回申請） 

地域の帰還環境整備との関係 

 平成 28 年 6 月 12 日に帰還困難地域を除き避難指示が解除されたが、村では雇用の場が少ないため住民の

帰還が進んでおらず、村の基幹産業である農業や畜産業も事業再開が遅れているという悪循環に陥っている。

商工業の事業再開を推進し、生活環境基盤の構築と新たな町づくりを推進するためには、雇用の創出が喫緊

の課題である。東部産業団地の整備を行うことで、避難者の帰還促進、帰還した住民の生活安定、隣接市町

村避難者の定住促進も促し、地域再生を進めていく。 



関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 43 事業名 葛尾村東部産業団地整備事業（基金型） 事 業 番

号 

（6）-46-4 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 589,659（千円） 全体事業費 589,659（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村は、平成 28 年 6 月 12 日に帰還困難地域を除き避難指示が解除となり 2 年が経過した。昨年７月に

は中心街の商店が営業を再開するなど生活環境においては改善の兆しが見えつつある一方で、複数の企業が

村内での再開を断念する状況となっており、結果として十分な雇用環境が確保されず、現状では帰還率がわ

ずか 2 割という状況である。新たな雇用の創出と定住人口・交流人口の拡大が急務となる中で、県内外から

複数社が葛尾村での工場立地を積極的に検討している。村では復興に欠かすことのできない新たな雇用創出

等の場として、産業団地等の整備を進めており、企業の新規立地、地元企業の帰還を促進し、雇用の創出と

定住人口・交流人口の拡大による地域経済の復興及びそれに伴う帰還人口の拡大を目指す。 

事業概要 

 東部産業団地を新たに整備することにより、企業の新規立地、地元企業の帰還を促進し、雇用創出と定住

人口等の拡大による地域経済の復興を促進する。また、産業の集積を図ることで、事業者同士の相乗効果が

得られ、新たな産業の創出も促すものである。 

【復興計画】 

 Ｐ40 新たな社会にふさわしい産業の育成と雇用の創出 

 (3)事業用地の整備 

   企業を誘致するための土地のとりまとめを行い、誘致できる体制を整備する。 

 (5)新たな企業誘致と既存企業への補助の実施 

   新たな企業誘致を進め、雇用の拡大と若者にとって魅力あるまちづくりを目指す。 

当面の事業概要 

＜平成 30～31 年度＞  

造成工事 589,659 千円（第 23回今回基金申請） 

地域の帰還環境整備との関係 

 平成 28 年 6 月 12 日に帰還困難地域を除き避難指示が解除されたが、村では雇用の場が少ないため住民の

帰還が進んでおらず、村の基幹産業である農業や畜産業も事業再開が遅れているという悪循環に陥っている。

商工業の事業再開を推進し、生活環境基盤の構築と新たな町づくりを推進するためには、雇用の創出が喫緊

の課題である。東部産業団地の整備を行うことで、避難者の帰還促進、帰還した住民の生活安定、隣接市町

村避難者の定住促進も促し、地域再生を進めていく。 

関連する事業の概要 



※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 44 事業名 養鶏施設敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-43-3-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 33,957（千円） 全体事業費 33,957（千円）

帰還環境整備に関する目標 

震災前の葛尾村では、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様な農業が営まれてきたが、原発事故を受け、

風評被害や後継者の流出など営農環境が大きく変わった。離農を考える農家もいる一方で、村としても営

農再開に向けた様々な取り組みを実施し、各部門の活動が少しずつ増えてきたところである。 

しかしながら、被災前には４戸が営んでいた養鶏業においては、未だ営農を再開する農家はなく、村の

養鶏業の存続そのものが危ぶまれる状態となっている。 

そこで、被災前に養鶏業を営んでいたものの、帰還、営農再開の意思のない２農家の土地を村が借り受

けて養鶏施設を整備し、これを営農意欲のある個人または法人に貸与することにより、村内養鶏業の再生

を図るとともに新たな雇用を創出し、村民の帰還および村外からの転入の促進を目指す。 

当該施設の入雛規模は１１０千羽弱。回転数年５回、育成率９８．５％として年間出荷羽数５３０千羽。

売上高は年間１９０百万円が見込まれる。鶏糞の販売による収益は見込めないものの、鶏糞は主として村

内の農家に利用され、農産物の収量拡大への貢献が期待される。また、飼料用米その他村内農産物の利用

も期待される。 

事業概要 

養鶏場跡地に新たに養鶏施設を建設し、希望する個人または法人に貸与する。使用者が複数の場合は、

鶏舎は棟単位の貸与とし、管理棟、堆肥舎その他の施設は共同で利用するものとする。本事業で整備する

内容は下記のとおり。 

●事業内容 

造成工事 

・敷地均し     1,240 ㎡ および 1,181 ㎡ 

                 計  2,421 ㎡ 

擁壁工事 

・土工事      １式  

・擁壁工      １式 

用地補償（農地転用費）      １式      

なお、鶏舎その他施設、鶏舎備品の整備は、基幹事業で実施する予定である。 

当面の事業概要 

＜平成３０年度＞ 

 設計、造成工事 

＜平成３１年度＞ 

本体工事（平成３１年秋供用開始） 



地域の帰還環境整備との関係 

当村の基幹産業は農業であり、地域が再生・復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。

当事業により整備される養鶏施設では、村内の人６名を雇用する予定であり、農業者が養鶏に取り組む環

境が整備されれば、今後村の農業を担っていく意欲ある農業者の帰還または流入が促進されるとともに、

村全体の農業振興ならびに地域再生を図ることができる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43-22 

事業名 養鶏施設整備事業 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

 基幹事業により整備する養鶏施設の建設予定地には、敷地均しおよび擁壁工事を要する所

があるので、施設建設に取りかかる前に、効果促進事業により造成工事、擁壁工事を行う必

要がある。 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 45 事業名 葛尾村災害公営住宅家賃低廉化事業 事業番号 (1)-2-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 1,497（千円） 全体事業費 1,497（千円）

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村復興計画(第１次)に基づき、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なく

された帰還困難区域の村民など、経済的理由により住宅再建ができない村民の帰還にあたり、安心して生

活できる居住環境整備として災害公営住宅を整備した。 

入居者の速やかな生活再建に資するため、居住の安定確保を図る。 

事業概要 

 福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた帰還者向けに整備された災害公営住宅に入居し

た村民に対し、経済的支援として家賃の一部を支援する。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

＜葛尾村復興計画（第１次）＞ 

【 P6「1.避難生活の支援」に位置付けられている】 

当面の事業概要 

＜平成 30 年度＞ 

 家賃低廉化に対する補助 

 対象住宅 

 ・西ノ内集合住宅 木造 2階建集合住宅 3 戸(全戸数 11 戸) 

地域の帰還環境整備との関係 

当村は、東日本大震災による地震及び原子力災害の被災地であり、住宅被害も、地震による損壊、原子

力災害による高線量化、長期避難による野生動物被害など様々であり、村内で生活できる環境を確保し、

速やかな生活再建に資する支援を行うことで帰還促進が図られる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 46 事業名 葛尾村災害公営住宅家賃低減事業 事業番号 (1)-3-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 351（千円） 全体事業費 351（千円）

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村復興計画(第１次)に基づき、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なく

された帰還困難区域の村民など、経済的理由により住宅再建ができない村民の帰還にあたり、安心して生

活できる居住環境整備として災害公営住宅を整備した。 

入居者の速やかな生活再建に資するため、居住の安定確保を図る。 

事業概要 

 福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた帰還者向けに整備された災害公営住宅に入居し

た低所得者に対し、経済的支援として家賃の一部を支援する。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

＜葛尾村復興計画（第１次）＞ 

【 P6「1.避難生活の支援」に位置付けられている】 

当面の事業概要 

＜平成 30 年度＞ 

 家賃低減に対する補助 

 対象住宅 

 ・西ノ内集合住宅 木造 2階建集合住宅 3 戸(全戸数 11 戸) 

地域の帰還環境整備との関係 

当村は、東日本大震災による地震及び原子力災害の被災地であり、住宅被害も、地震による損壊、原子

力災害による高線量化、長期避難による野生動物被害など様々であり、町内で生活できる環境を確保し、

速やかな生活再建に資する支援を行うことで帰還促進が図られる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 


